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数理計算上の差異にかかる損益認識の取り扱い
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英国では 2015 年 1 月 1 日以降に決算を迎える企業について，退職給付会計にかかる
スキームに変更があった。これは，2014 年に英国財務報告評議会 1（Financial Reporting 
Council， 以下 FRC）により公表された英国財務報告基準第 102 号（Financial Reporting 






は，英国財務報告基準第 17 号（Financial Reporting Standard No. 17， “Retirement 
Beneﬁts，” 以下，FRS17）に規定されていたが，FRS102 ではセクション 28 に置き換え
られた。FRS102 は国際財務報告基準（International Financial Reporting Standards， 
以下 IFRS）との同等性評価を企図して公表されたものであり，（FRS102， セクション 28
に置き換えられた）FRS17 に大きな変更をもたらした。 
この改訂では主に3つの変更がなされた。当該退職給付にかかる英国会計基準（Financial 












以上はいずれも，掛金建制度（a deﬁned contribution pension， 以下 DC）よりも給付建
制度（a deﬁned beneﬁt pension， 以下 DB）を採用する企業への影響が大きい。他方，連
結会計のレベルにおいて，すでに国際財務報告基準（International Financial Reporting 
２　複数事業主制度及びグループ制度にかかる FRS17 の改訂については，2011 年 6 月 16 日に公表された





負債及び偶発資産」（International Accounting Standard No. 37， “Provisions， Contingent Liabilities 









会（International Accounting Standard Board，以下 IASB）が目指す退職給付会計，と
りわけ DBにかかる会計基準について，同 IASBが 2013 年 7 月に公表した討議資料「財
務報告に関する概念フレームワークの見直し」（Discussion Paper， “A Review of the 
Conceptual Framework for Financial Reporting，” 以下 DP）及び 2015 年 3 月に公表し
た公開草案「財務報告に関する概念フレームワーク」（Exposure Draft，The Conceptual 




Standard Board， 以下 FASB）が公表する財務会計基準書（Financial Accounting 
Standards， 以下 US GAAP）による財務会計基準書第 158 号「退職給付の会計処理およ
び開示に関して FAS87 および FAS132（R）を改定する基準」（Financial Accounting 
Standard No. 158， “Employers' Accounting for Defined Benefit Pension and Other 






３　US GAAPは，過去 70 年間にわたり 2000 を越える会計基準書が作成され，当該会計基準書が非常に大
部であったために会計基準適用にかかる会計実務は非常に複雑なものとなっていた。そこで US GAAP
の明確化，リサーチ時間の短縮，会計基準の有効な適用，US GAAP改訂の適時性，IFRSとの整合性，
コンピューター会計への対応などを目的に，会計基準のコード化が 2004 年 9 月以降，従前の会計基準
の法典化（Accounting Standards Codiﬁcation， 以下 ASC）作業が進められ，2009 年 7 月 1 日の適用
とともに，US GAAPは FASB ASC XXX-XX-XXという呼称に変更された。当該退職給付会計につい





2011 年 6 月 に IASB は， 国 際 会 計 基 準 第 19 号「 従 業 員 給 付 」（International 










改訂 IAS19 により最も影響を受ける会計領域は退職後給付，とくに DBにかかる会計







改訂 IAS19 で はこれらのオプションのうち，①その他の包括利益（other 
comprehensive income， 以下 OCI）を通じた即時認識のみが適用が認められ，他のオプ
ションは廃止されることとなった。
これは従前の IAS19 においてコリダー・アプローチ（回廊方式などともいう）を適














Statement of Financial Position，以下 F/P）上のボラティリティを抑制するためにコリ















































































改訂 IAS19 が従前の IAS19 と退職給付費用の認識および数理計算上の差異の処理に
おいていかなる部分で異なるのかをさらに細かく見ていこう。図 1，図 2，図 3は従前の












を排除したのである 7。つまり IASBは再測定にともなう予測価値の変動については，図 3
６　改訂 IAS19， par. BC72.





















































表 1　改訂 IAS19 における確定給付費用の分解
さらに，図４にある純損益及び OCIの認識について，その内訳を示したのが表 1である。











































９　改訂 IAS19， par. 156.













































































































































































IASBによって 2013 年 1 月に公表されたディスカッション・ペーパー『財務報告に関する概念フレー


































































































17　IASBは，当該 EDを公表する以前に「アジェンダ協議（2011）」（Agenda Consultation 2011）を公表し，






























つぎにアプローチ 2Aは OCIとして「橋渡し項目」（Bridging Items）及び「ミスマッ
チのある再測定」（Mismatched Remeasurements）が計上される考え方である。ここで「橋
渡し項目」とは F/Pでは公正価値による測定をおこない，包括利益計算書（A statement 





































う。そのため IASBはアプローチ 2Aを「狭いアプローチ」（narrow approach）と呼ん
でおり，そのすべてがリサイクリングされることとなる。






































































































FASBは 1997 年 6 月に財務会計基準書第 130 号「包括利益の報告」（Financial 
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